
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相談者Ａさんは、永年ペットを飼

育していたが、家庭の事情でやむを

得ず手放すことになってしまいまし

た。里親になってもらえる人を探し

ていたところ、Ａさんの友人Ｂさん

から、「知人のＺさんが里親になりた

い」と言っていることを聞き、Ｚさ

んにペットを譲渡することを決め

た。 

ペットの譲渡は、Ｚさんに会って

ペットを渡すことなく、Ｂさんに預

けてＺさんに渡してもらうこととな

り、その際、ペットにワクチンを接

種していなかったため、ワクチン接

種費用相当額の現金とともにペット

をＢさんに預けた。 

後日、Ｂさんから「Ｚさんが譲り

受けたペットに噛まれた。」と言って

きていると教えられた。最近になり

Ａさん宅の電話に電話番号非通知で

Ｚさんから「譲り受けたペットに噛

まれた。治療費と慰謝料を請求す

る。警察に被害届を出す。」などとい

う内容の電話が架かって来るように

なった。 

Ｚさんとは、一度も会ったことが

なく、Ｂさんからも住所、氏名、電

話番号など聞かされていない。 

今後どのように対応すればよいの

かとの相談であった。 

 

○ 治療費等の支払いに応じる必要

はない 

○ 相手からの要求には、明確に拒

否の意思表示をする 

○ 執拗な要求や自宅へ押しかけら

れた場合は、警察へ相談・通報す

る 

 

ペットの個人間譲渡では、様々な

トラブルが発生しています。安易に

譲り渡してしまうと、後々「こんな

はずじゃなかった」と後悔すること

になります。 

Webサイトには、個人間でペット

を譲渡する場合の注意事項などが掲

載されています。次ページに一例を

掲載しておきました。これからペッ

トの個人間譲渡をお考えの方がみえ

ましたら、参考にしてください。 
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特定抗争指定暴力団の山口組と神

戸山口組の対立抗争を防ぐため、岐

阜県公安委員会は、昨年 12月に大垣

市を暴力団対策法に基づく「警戒区

域」に指定しました。 

岐阜県では、令和２年１月に岐阜

市を警戒区域に指定されており、大

垣市は県内二つの警戒区域の指定と

なります。 

「警戒区域」は、対立抗争による

暴力行為で住民の生命身体に重大な

危害が加えられる恐れがある場合な

どに指定され、警戒区域内では、 

● 組事務所の新設 

● 多数での集会 

が禁止されます。 

 

 

 令和５年１２月１３日、旅館業法

が改正されカスタマーハラスメント

に当たる特定の要求を行った者の宿

泊を拒むことができることとされま

した。 

 新たな拒否事由に該当するものの

例 

１ 宿泊料の不当な割引や不当な慰 

 謝料、不当な部屋のアップグレー 

ド、不当なレイトチェックアウ 

ト、不当なアーリーチェックイ 

ン、契約にない送迎等、他の宿泊 

者に対するサービスと比較して過 

剰なサービスを行うよう繰り返し 

求める行為 

 

２ 宿泊サービスに従事する従業員

に対し、自身の泊まる部屋の上下

左右の部屋に宿泊客を入れないこ

とを繰り返し求める行為 

 

３ 宿泊サービスに従事する従業者

に対し、特定の者にのみ自身の対

応をさせること又は特定の者を出

勤させないことを繰り返し求める

行為 

 

４ 宿泊サービスに従事する従業者

に対し、土下座等の社会的相当性

を欠く方法による謝罪を繰り返し

求める行為 

 
５ 泥酔し、他の宿泊者に迷惑を及

ぼすおそれがある宿泊者が、宿泊

サービスに従事する従業者に対

し、長時間にわたる介抱を繰り返

し求める行為 

 

６ 宿泊サービスに従事する従業者

に対し、対面や電話、メール等に

より、長時間にわたって、または

𠮟責しながら、不当な要求を繰り

返し行う行為 

 

７ 要求内容の妥当性に照らして、

当該要求を実現するための手段・

態様が不当なもの等 

大垣市が警戒区域に 

旅館業法が改正に 



  例） 暴行・傷害などの身体的

な攻撃、脅迫・侮辱・暴言

などの精神的な攻撃、不退

去・監禁などの拘束的な行

動、差別的な言動、性的な

言動など 

カスタマーハラスメントは、法律が

改正されるほどの大きな社会問題と

なっております。         

カスタマーハラスメントは、どの

業界でも態様や要求内容が異なり発

生する身近な危機です。 

皆様の会社や店舗などでカスハラ

が起きた場合の対応方法についての

勉強会を行うなど、発生した場合の

準備をしておかれることをお勧めし

ます。 

 

令和５年１０月１７日、岐阜地方

法務局大垣支局では、職員の不当要

求行為防止に関する知識と対応能力

を向上させるための講習会を開催し

ました。同講習会に当センター専務

理事が講師として「不当要求行為へ

の対応及び留意すべき事項等」につ

いて説明を行った。 

 

 令和５年１１月３０日、「令和５年

度全国暴力追放運動中央大会」にお

いて、岐阜県弁護士会民事介入暴力

被害者救済センター委員長 堀雅博

弁護士が暴力追放功労者銀章、同セ

ンター委員 臼井俊治弁護士が暴力

追放功労者銅章をそれぞれ受賞され

ました。 

 

 

 

 

 前回号でご案内しました上記大会の開催日時が、諸般の事情により変更となり

ましたので訂正してご案内いたします。 

 

 

不当要求対応研修会 

暴力追放功労者全国表彰 

第３２回暴力追放岐阜県民大会 

令和６年 7月１８日（木） 

午後１時３０分～ 

令和６年１１月６日（水） 

午後１時３０分～ 


